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共同開発は事業化を見据えて慎重に 

～共同開発の開始はゴールではない！ 
 

 

■ 自社が既に保有していた技術を活用した共同開発であったのに、その成

果の大半が相手方企業に取られ（特許も取得され）てしまい、技術を盗ま

れてしまった。 

■ 当初期待していた共同開発の成果が達成できず、共同での事業化は見

送られたが、共同開発を通じて得られたと思っていた成果を、相手方が

独自に権利を取得した上で、事業化してしまった。 

 

共同開発の成果を巡るトラブルや、共同開発を通じて技術を盗まれてしまったという事例が多発し

ています。自社の保有している技術を活かした製品・サービスの事業化に向けた技術課題につい

て、事業化の意欲のある大企業等と共同して解決していくこと自体はとても良い機会ではあります

が、あくまで事業化に向けた「試行」段階であることを忘れずに、自社の技術・ノウハウの意図しな

い流出にも目配せが必要です。 

 

 

■ 共同開発の結果、期待した成果を得られないことも多い！ 

■ 大企業は同時並行的に類似テーマで共同開発を行っていることも念頭に。 

■ 「共同開発契約」≠事業化と考え、１社との共同開発契約が、その後の 

事業展開の足かせにならないような契約を！ 

 

共同開発契約を締結する時点では、当該共同開発を通じて事業化に向けて十分な成果が得られ

るか、本当に相手方が事業化を進め、自社に製造を請け負う等の取引関係を構築できるかにつ

いては「未知数」です。共同開発を行う際には、共同開発契約を締結しますが、既に自社が保有し

ている技術・ノウハウと、共同開発を通じて今後得られる（であろう）成果とを明確に区別すること

や、成果の取扱いについて詳細に取り決めるのが一般的です。やってみる前から、上手くいかな

かった時のことについて契約書に書き込んでいくことに抵抗感を持つ方もいるかもしれませんが、

契約はお互いのリスクを減らすために取決める性格を有するものであり、共同開発はあくまで事

業化に向けた「試行」プロセスですので、上手くいかなかった場合についても想定することは自然

なことと言えます。 
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